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１．はじめに 

自動車交通量配分業務におけるより論理的で客観的

な説明責任への対応として，利用者均衡配分モデルをは

じめとした均衡モデルの適用が勧められており，それを

目的としたテキスト1）も刊行されている．また，確率的

利用者均衡配分モデル，マルチクラス配分モデル，時間

帯別利用者均衡配分モデルなど，様々な前提条件を緩和

するモデルの開発により，交通量配分業務への適用は問

題がない環境にあるといえよう． 
一方，近年の交通政策はネットワーク整備のような

ハード施策に加えて，TDM（交通需要マネジメント）

に代表されるソフト施策を対象とすることが多く，導入

評価の際には自動車のリンク交通量や旅行時間に加えて，

交通手段別OD交通量や個々人の交通行動の変化を算出

することが求められる．つまり，配分交通量に加えて，

四段階推定法でいう発生・分布・分担の各段階の交通量

を分析対象とする必要がある．都市圏レベルの交通需要

予測手法として実用化されている四段階推定法であるが，

TDMの評価モデルとしては多くの問題が指摘されてい

る．例えば，北村2）は，①ゾーン単位の統計量への集約

による非効率なデータ利用，②行動論的基盤の欠落，③

各段階間の交通サービスレベルの不整合，④誘発需要の

把握不可，⑤時間軸の欠落，⑥トリップ単位の解析，を

重大な指摘事項として挙げている．これらの指摘事項よ

り，四段階推定法のある段階（配分段階など）のモデル

改良だけでは効果的な対処とはならず，総合的・統合的

に交通行動を扱った新たな都市圏レベルの交通需要予測

手法の開発が必要であることが分かる． 
著者らは，四段階推定法に代わる新たな都市圏レベ

ルの交通需要予測手法の開発として，発生段階から配分

段階までを均衡モデルの枠組みで統合し，時間帯別均衡

配分モデルを組み込んだ“活動選択を考慮した時間帯

別・統合均衡モデル”（以下，開発モデル）3）を構築し，

名古屋都市圏に適用している．本稿では，この開発モデ

ルの概要，これまでの改良と残された課題を紹介するが，

今後の都市圏レベルの交通需要予測手法の開発・改良に

関する話題提供となれば幸いである． 
 

２．従来の統合型交通需要予測手法の整理 

総合的・統合的に交通行動を扱った交通需要予測手

法はこれまでに多数提案されており，時空間上の活動と

の関係で交通を捉えるActivity-Based Approachは有力な

考え方である．最近では，Bowman and Ben-Akiva4）が

Nested Logitモデルを用いて1日の活動スケジューリング

を詳細に表現している．また，個人の活動・交通行動選

択を逐次的な意思決定と仮定したモデル［PCATS］と，

相互依存関係にある交通サービスレベルを動的交通流シ

ミュレーター［DEBNetS］にて算出し，これらを繰り

返し計算によって組み合わせたマイクロシミュレーター

が開発され，実都市圏に適用されている5）6）． 
均衡モデルを拡張した統合均衡モデルも四段階推定

法の部分的な代替モデルとして数多く提案され，発生段

階まで全て統合したモデルも理論的に構築7）されている．

しかし，実都市圏への適用は円山ら8），著者ら3）と少な

い．円山ら8）は移動目的別に時間帯別・確率的統合均衡

モデルを構築し，自動車に加えて鉄道ネットワークでも

混雑現象を考慮している点が特徴であるが，トリップ単

位の分析であることが課題として挙げられる．著者らの

開発モデルについては3章で概説するが，時間帯別均衡

配分モデルにActivity-Based Approachの考え方を導入す

ることで，個人の活動・交通行動の前後の連関性を考慮

でき，各時間帯の滞在箇所を把握できるように工夫した

ものである． 
ここで，開発モデルとマイクロシミュレーターは良

く似た特徴を有するが，開発モデルは交通サービスレベ

ルの内部整合性を厳密に考慮でき，マイクロシミュレー

ターは個人の活動・交通行動を詳細に表現可能なモデル

導入に関する制約が少ない利点がある．そのため，交通

需要予測と所要時間短縮効果などを中心とした便益評価

を行うのであれば，均衡モデルを拡張した開発モデルを

適用することが望ましいといえる． 



３．開発モデルの概要 

各時間帯（本稿では1時間と設定）における個人の活

動・交通行動は図－1に示す活動内容－目的地－交通手

段－経路の4レベルの選択ツリー構造からなるNested 
Logitモデルにて記述できると仮定する．活動内容選択

としては，PT調査の代表的な移動目的区分である出勤，

登校，自由，業務，帰宅に加えて，滞在箇所［同一ゾー

ン］での滞在（移動しない）を導入している．また，滞

在箇所［施設］によって活動内容の選択肢集合は異なる

ため，個人の滞在箇所として自宅，勤務先･通学先，そ

の他外出先の3箇所に区別してモデルを適用する．目的

地選択としては，滞在ゾーンと同一のゾーンも選択肢集

合に入れることで内々交通を再現できるようにしている．

交通手段選択としては，自動車，鉄道，バスに加えて，

内々交通や短距離移動の際に主に利用される自転車・徒

歩を導入する． 

・・・・・

・・・・・

【活動内容】

【経路】

【交通手段】

【目的地】

自転車・徒歩

経路1 経路2 経路k

自動車 鉄道 バス

目的地1 目的地2 目的地s

出勤 登校 自由 業務滞在 帰宅

 

図－1 活動・交通行動の選択ツリー構造 

滞在活動や内々交通も含めてモデル化することで，

各時間帯の各個人の滞在箇所を連続的に把握することが

でき，基準時刻から逐次的にモデルを実行することで1
日の個人の活動・交通行動を再現することができる．同

時に，前時間帯までの活動・交通行動履歴も反映するこ

とができるため，活動・交通行動の前後の連関性（トリ

ップチェイン）や誘発需要をより適切に把握できる特徴

を有する． 
活動・交通行動モデルのパラメータ推定はPT調査デ

ータを用いて個人属性による交通特性や直前トリップの

利用交通手段，滞在時間などの影響を通常の非集計モデ

ルのように導入し，推定時の入力データとなる交通サー

ビスレベルは，プローブカーの蓄積データ9）から時刻別

に算出したDRMリンク所要時間や鉄道・バスの各会社

の時刻表から作成した精緻なデータを設定することで説

明力向上を図っている．また，均衡配分実施時には，特

に自動車は時間帯間の相互干渉（渋滞の影響）を考慮で

きる赤松ら10）の時間帯別利用者均衡配分モデル［固定

需要型］を導入しているため，通常の利用者均衡配分モ

デルよりも所要時間の再現性向上が期待される． 
各時間帯における活動・交通行動と交通サービスレ

ベルとの均衡状態は，等価最適化問題を解くことで算出

することができる．等価最適化問題の定式化については，

紙面の都合上本稿では記載しないが，詳細は既存研究3）

11）を参考されたい． 
開発モデルの実行フレームは図－2の通りである．入

力データは時間帯別交通サービスレベルデータやネット

ワークデータ，活動･交通行動モデルパラメータに加え

て，前時間帯の出力データから算出される各ゾーンの滞

在箇所別の滞在人口，リンク残留交通量（渋滞待ち行列

台数）となる．つまり，基準時刻にゾーン毎に個人属性

別夜間人口を設定すれば，開発モデルを逐次的に実行す

ることで，PT調査データと同程度の各個人の活動・交

通行動に関する情報を内生的に算出することができ，

TDMの導入評価などで必要となる詳細な出力データを

得ることができる交通需要予測モデルである． 

・交通サービスレベル（時間帯別），ネットワークデータ
自動車ﾈｯﾄﾜｰｸ（BPR関数ﾊﾟﾗﾒｰﾀ，交通容量，通行料金，等）

鉄道経路ﾃﾞｰﾀ（OD別経路選択肢集合，所要時間，乗換回数，運賃，等）

バス，自転車・徒歩のｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ （所要時間，運賃，ｱｸｾｽ/ｲｸﾞﾚｽ距離）

・ゾーン特性
人口・施設数（個人属性別夜間人口，従業人口， 事業所数，等）

その他（面積，OD間距離，駐車料金，道路延長，等）

・活動・交通行動モデルパラメータ

・貨物車OD交通量（時間帯別）

・前時間帯の出力データ（時間帯別）

滞在人口（滞在者数+集中交通量），自動車ﾘﾝｸ残留交通量

・交通サービスレベル（時間帯別），ネットワークデータ
自動車ﾈｯﾄﾜｰｸ（BPR関数ﾊﾟﾗﾒｰﾀ，交通容量，通行料金，等）

鉄道経路ﾃﾞｰﾀ（OD別経路選択肢集合，所要時間，乗換回数，運賃，等）

バス，自転車・徒歩のｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ （所要時間，運賃，ｱｸｾｽ/ｲｸﾞﾚｽ距離）

・ゾーン特性
人口・施設数（個人属性別夜間人口，従業人口， 事業所数，等）

その他（面積，OD間距離，駐車料金，道路延長，等）

・活動・交通行動モデルパラメータ

・貨物車OD交通量（時間帯別）

・前時間帯の出力データ（時間帯別）

滞在人口（滞在者数+集中交通量），自動車ﾘﾝｸ残留交通量

・モデル内生変数（時間帯別）
滞在者数，目的別発生交通量，目的別・交通手段別OD交通量

自動車ﾘﾝｸ交通量，自動車ﾘﾝｸ残留交通量，鉄道経路交通量，等

・モデル出力変数（時間帯別）
自動車OD間所要時間/速度，CO2排出量，等

・モデル内生変数（時間帯別）
滞在者数，目的別発生交通量，目的別・交通手段別OD交通量

自動車ﾘﾝｸ交通量，自動車ﾘﾝｸ残留交通量，鉄道経路交通量，等

・モデル出力変数（時間帯別）
自動車OD間所要時間/速度，CO2排出量，等

〔入力データ〕

〔出力データ〕

〔均衡計算〕

 

図－2 実行フレーム 

 

４．実都市圏への適用 

開発モデルの有効性・実用性の検証として，大都市

圏レベルに相当する名古屋都市圏（名古屋市を中心とし

た約40km圏域）に適用する． 
活動・交通行動モデルのパラメータ推定は2001年に

実施された第4回中京都市圏PT調査データを用いて最尤

推定法にて行い，ゾーンレベルは名古屋市内はPT調査

最小区分である小ゾーン（市内を259区分），名古屋市

外は基本ゾーン（256区分）とした．基準時刻（本稿で

は午前3時）の属性別夜間人口の設定は，2000年国勢調

査の夜間人口をゾーン毎に性・年齢階層（5～14歳/15～



64歳/65歳以上）・職業（就業者/就学者/主婦・無職）・

自動車運転免許保有有無・自動車保有有無の区分にて推

計した約764万人である．また，活動・交通行動モデル

の対象外である貨物車交通については，1999年道路交通

センサスODデータより，時間帯別に集計した結果を配

分している． 

（1）先行研究における問題点と改良方法 

先行研究3）において，開発モデルを名古屋都市圏に適

用した結果，以下の問題が発生した． 

① 外出先からの自由・業務目的の発生量の再現精度が

低く，午後1時以降に過小推計の傾向が強く，総生

成量の再現率が84％である 
② 内々交通の再現性が低く，10km未満の近距離トリッ

プが過大推計の傾向にある 
③ 自動車OD交通量の過小推計が原因の可能性もある

が，プローブカーの観測値よりも自動車OD間所要

時間の推計値が過小推計の傾向にある 

これらの問題に対し，今回は以下のような改良を行

い，現況再現性の向上を目指す． 

1) 先行研究では，均衡解の一意性を保証するため交通

量を連続変数として扱っている．しかし，開発モデ

ルの交通量は個人属性に加えて，直前トリップの移

動目的と利用交通手段，自宅ゾーンと自宅出発時の

利用交通手段などの活動・交通行動履歴が各レベル

の選択確率算出時に必要となり，基準時刻より逐次

的に実行されるため，ある時間帯以降は非常に小さ

な交通量が算出される．そのため，計算上の桁落ち

を防ぎ，都市圏全体の人口を保持するために，0.001
以下に算出された交通量は選択確率の高い選択肢に

吸収させる補正を最終ステップ（均衡状態成立後）

に行っていた．つまり，外出先における自由・業務

目的など発生確率が低い活動は滞在・帰宅に吸収さ

せられる可能性が高いため，午後1時以降は発生量が

過小推計になっていたと考えられる．従って，本稿

では，基準時刻に設定する個人属性別夜間人口を一

人ひとり個別に扱い，最終ステップではシミュレー

ションと同様，0-1の一様乱数を発生させて離散的に

選択させることとする．この際，均衡解の一意性は

保証されないものの，複数回実行した各交通量の平

均値は均衡解とみなせ，標準偏差などから交通量の

分布を算出することもでき，前提条件である人口設

定に加えて予測モデル自体の不確実性を考慮，つま

り予測値に幅を持たせることができる． 
2) 先行研究では，目的地選択モデルのパラメータ推定

の際，全てのゾーンが同程度の確率で選択可能であ

ると仮定し，20ゾーンの選択肢集合をランダム抽出

により作成し，選択肢別抽出標本における定数項補

正12）として内々ダミーの補正を行っていた．しかし，

内々交通は全体の2割以上と実際の選択確率は高く，

また，近いゾーンは目的地として選択されやすい傾

向にある．従って，本稿では，効率的な推定用選択

肢集合の設定方法13）を参考にして，選択ゾーン，

内々ゾーン，同一市区町村内ゾーン，同一地域内ゾ

ーンに区別し，それぞれの層からランダム抽出を行

い，内々ダミーが全サンプルに含まれるようにして

パラメータ推定を行うこととした． 
3) 自動車OD間所要時間は交通手段選択に大きな影響を

及ぼすため，高い再現精度が求められる，そのため，

先行研究では，プローブカーの観測値が作成したネ

ットワークでも再現されるよう，地域特性パラメー

タによる補正14）を行った．道路交通センサスの時間

帯別ODデータを時間帯別均衡配分したが，補正パラ

メータは全時間帯で統一させていた．従って，本稿

では，時間変動など更なる再現性向上に向け，時間

帯別に補正パラメータを推計することとした． 

（2）現況再現性の確認 

開発モデルの名古屋都市圏への適用として，PT調査

データと推計値との比較を行う．本来であれば，複数回

の計算を行い各交通量の平均値や標準偏差にて現況再現

性を検証すべきであるが，今回は1回のみのシミュレー

ション結果で検証している．複数回の計算結果による検

証は稿を改めて報告したい． 
時間帯別発生量の再現性をみると（図－3），発生量

の時間変動は精度良く再現されており，総量再現率は

1.01倍と良好である．つまり，改良1）によって，都市

圏の発生量の再現性は大きく改善されたことが分かる．

また，生成原単位と外出率を検証すると，PT調査デー

タはグロス：2.35トリップ/人日，ネット：2.70トリップ/
人日であり，推計値はグロス：2.27トリップ/人日，ネッ

ト：2.64トリップ/人日，外出率はPT調査データ： 
86.9％，推計値：85.9％であり，共に良好であった． 
続いて，帰宅目的と内々交通を除いたOD距離帯別の

自動車/鉄道利用状況をみると（図－4），概ね妥当な再

現性が確認できるが，20km以上で自動車利用が過小推
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計の傾向が強い．原因としては，モデル適用時には推定

時よりも郊外地域のゾーンが追加されており3），地域特

性を十分に反映できていないことなどが考えられる．

内々交通に関しては，名古屋市内で1.08倍，市外で1.16
倍と過大推計の傾向にあり，自転車･徒歩の分担率が大

きく推計さたが，先行研究と比べると再現精度は向上し

ており，改良2）の効果はあったといえる． 
ここで，名古屋市への集中量（目的別/交通手段別）

を集計すると，集中量は合計で7％の過大推計となり，

その原因は出勤・自由目的にあることが分かった．また，

交通手段別では，自動車が過大，鉄道が過小推計となり，

分担率ではそれぞれ3～4ポイントの差がみられた． 
自動車のリンク交通量，OD間所要時間の再現性をみ

ると，昼間12時間のリンク交通量は相関係数：0.84，回

帰係数：1.07であり，昼間12時間のOD間所要時間は相

関係数：0.94，回帰係数：0.67であった．自動車OD交通

量の再現精度向上や改良3）による時間帯別の地域特性

パラメータの導入によって，先行研究よりも改善してい

るが，OD間所要時間は依然として過小推計の傾向にあ

る．これは，自動車交通量が中・長距離帯で過小推計で

あること，地域特性パラメータによる補正のみでは名古

屋都市圏の特性を十分に反映できていないことなどが考

えられる． 
以上の現況再現性の確認の結果，今回の改良によっ

て総発生量の再現性は非常に高くなり，交通手段の利用

構成も概ね妥当であることから，開発モデルはTDMな

どの施策評価に資する交通需要予測手法であるといえる．

一方，内生される自動車OD間所要時間や目的地選択の

再現精度は依然として改良の余地があり，引き続きモデ

ルの精緻化が必要である． 
 

５．まとめと今後の課題 

本稿では，四段階推定法に代わる都市圏レベルの交通

需要予測手法として，著者らが開発中である“活動選択

を考慮した時間帯別・統合均衡モデル”を紹介した．先

行研究からの改良により，都市圏全体の発生量の再現性

は改善されたが，詳細なゾーンレベルにおける目的地選

択，自動車OD間所要時間のさらなる精度向上の必要性

が明らかになった．例えば，国勢調査の従業人口を与件

としたり，複数回（時系列）のPT調査データによるパ

ラメータ推定などにより，出勤・登校目的の目的地選択

モデルの再現性は向上すると思われる． 
一方，開発モデルはそのモデル構造によって，各時間

帯内の活動回数を1回のみに限定している．今後は複数

の活動を連続で行うことが増加するとも予想されるため，

これらの考慮も重要な検討課題である． 
最後に，先行研究で開発モデル適用の際に問題となっ

た膨大な計算コストに関しては，スーパーコンピュータ

の利用とプログラムの並列化により，1日の計算時間が1
ヶ月以上から1日程度にまで短縮することができ，十分

な実用性が得られたことを報告しておく． 
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図－4 OD距離帯別自動車/鉄道利用状況 

(帰宅目的，内々交通除く) 


